
私立学校法改正の概要
（理事・評議員等の選任基準の変更等について）

令和６年８月
沖縄県総務部総務私学課
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【資料１】



説明会の目的及び本資料の構成

＜説明会の目的＞
■ 各学校法人の皆様に、私立学校法改正（令和７年４月１日

施行）内容を再確認してもらい、円滑に寄附行為変更手続きに
取り組んでいただくこと。

■ 今回の法改正の内容は、寄附行為の書面的な変更に留まらず、
実際の理事や評議員の選任に関わる内容となりますので、本説明
会の内容を関係者に共有いただくようお願いします。

＜資料の構成＞
1. 法体系及び改正の概要 P3～P22
2. 理事選任機関について P23～P29
3. 法の施行時期及び経過措置等の法令上のスケジュール P30～P41
4. （参考）学校法人会計基準の改正について P42～P48
5. 学校法人で必要となる対応及び予定時期 P49～P56
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１．法体系及び改正の概要
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幼
稚
園

• 私立学校法等の範囲内において、学校法人は寄附行為（※）を定める必要があります。
（※）一般的な法人で言うところの定款のイメージ。

寄附行為の変更は所管庁の認可が必要。
• 私立学校法が改正されたことから、その内容を寄附行為に反映（変更）する必要があります。

学校法人に関する主な法律等について
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学校法人の所管省庁等について
学校法人は、その【設置する学校の種類】により、所管が異なります。

私立大学及び私立高等専門学校を設置する学校法人大臣所轄学校法人
私立高等学校以下の学校をのみを設置する学校法人知事所轄学校法人

私立高・中・小学校,専修各種学校を設置する法人総務私学課所管

幼稚園（認こ含む）を設置する学校法人子育て支援課所管

（※）一つの知事所轄学校法人で、高・中・小学校及び幼稚園
（認こ含む）を設置している場合は、総務私学課の所管となります。

5



本資料は全て、「知事所轄学校法人」であることを前提に記載しています。

学校法人の所管省庁について
設置する学校の種類による区分は、知事所轄であっても、その規模により、法令上の扱い
が大臣所轄学校法人となる場合があります。
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＜参考＞ 大臣等所轄学校法人等における常勤監事の設置義務要件：収入100億円又は負債200億円以上の場合



大臣所轄学校法人等とその他の学校法人の主な相違点

その他の学校法人大臣所轄学校法人等
任意設置義務会計監査人

１人以上２人以上外部理事の数

年２回以上年４回以上理事の理事会への
職務報告

１／３以上の評議員により可能１／10以上の評議員により可能
評議員による評議
員会の招集請求、
議案提出等

任意理事会による方針決定内部統制システム

任意策定義務事業に関する中期
的な計画

評議員、債権者、在学生
その他利害関係人のみ可能誰でも可能

計算書類等(※１)
、財産目録等(※２)
の閲覧

理事会の決議が必要理事会の決議に加えて
評議員会の決議が必要

解散・合併・重要
な寄附行為変更

努力義務公表義務情報の公表

令和９年度の最初の
定時評議員会の終結の時まで

令和８年度の最初の
定時評議員会の終結の時まで

評議員構成に関す
る経過措置
※１ 計算書類（セグメント別の情報表示の詳細については今後検討）、事業報告書、附属明細書、監査報告、会計監査報告
※２ 財産目録、役員・評議員名簿、報酬等の支給基準 7

※赤字は現行からの変更点
※青字は現在は大臣所轄学校法人のみ対象



私立学校法の一部を改正する法律案の概要私立学校法改正内容の概要
趣旨
我が国の公教育を支える私立学校が、社会の信頼を得て、一層発展していくため、社会の要請に応え得る実効性のあるガバナンス改革を推進

するための制度改正を行う。
幅広い関係者の意見の反映、逸脱した業務執行の防止を図るため、理事、監事、評議員及び会計監査人の資格、選任及び解任の手続等

並びに理事会及び評議員会の職務及び運営等の学校法人の管理運営制度に関する規定や、理事等の特別背任罪等の罰則について定める。

概要
「執行と監視・監督の役割の明確化・分離」の考え方から、理事・理事会、監事及び評議員・評議員会の権限分配を整理し、私立学校の特性
に応じた形で「建設的な協働と相互けん制」を確立。

理事選任機関を寄附行為で定める。理事の選任に当たって、理事選任機関はあらかじめ評議員会の意見を聴くこととする。 (第29条、第30条関係)
理事長の選定は理事会で行う。 (第37条関係)

① 理事・理事会
１．役員等の資格・選解任の手続等と各機関の職務・運営等の管理運営制度の見直し

監事の選解任は評議員会の決議によって行い、役員近親者の就任を禁止する。 (第31条、第45条、第46条、第48条関係)
② 監事

理事と評議員の兼職を禁止し、評議員の下限定数は、理事の定数を超える数まで引き下げる。 (第18条、第31条関係)
理事・理事会により選任される評議員の割合や、評議員の総数に占める役員近親者及び教職員等の割合に一定の上限を設ける。 (第62条関係)
評議員会は、選任機関が機能しない場合に理事の解任を選任機関に求めたり、監事が機能しない場合に理事の行為の差止請求・責任追及を
監事に求めたりすることができることとする。 (第33条、第67条、第140条関係)

③ 評議員・評議員会

大学・高等専門学校を設置する大臣所轄学校法人等では、会計監査人による会計監査を制度化し、その選解任の手続や欠格要件等を定める。
(第80条～第87条、第144条関係)

④ 会計監査人

2．学校法人の意思決定の在り方の見直し ３．その他

施行日・経過措置
令和７年４月１日（評議員会の構成等については経過措置を設ける）

監事・会計監査人に子法人の調査権限を付与する。(第53条、第86条関係)
会計、情報公開、訴訟等に関する規定を整備する。

(第101条～第107条、第137条～第142条、第149条、第151条関係)
役員等による特別背任、目的外の投機取引、贈収賄及び不正手段で
の認可取得についての罰則を整備する。 (第157条～第162条関係)

大臣所轄学校法人等においては、学校法人の基礎的変更に係る事項
（任意解散・合併）及び寄附行為の変更（軽微な変更を除く。）に
つき、理事会の決定に加えて評議員会の決議を要することとする。

(第150条関係)
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理事会・評議員会等の役割及び法改正の背景
＜理事会・評議員会・監事の役割＞

■意思決定機関
学校法人の業務に関する最終的な意思決定機関

理事会（※）

諮問機関
予算、事業計画、寄附行為の変更等に係る理事会から諮問事項
に対して意見を述べる

評議員会

理事会から独立して、学校法人の業務、財務状況等の監査を実施監事（※）
（※）理事と監事が、私学法上の「役員」にあたります。

法改正後も、理事会・評議員会及び監事の基本的な枠組み・役割は変わらず

＜法改正の背景＞
評議員会や監事が、本来の監視・監督の役割を果たすことができていない
事案が確認されたことから、理事会・評議員会の枠組み・役割は維持しつつ、
「評議員会等による理事会等に対するチェック機能を高める」ために所要の
改正がされたもの
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理事会

理事長

監事

選任監査 意見

兼
職
者
が
必
ず
必
要評議員会

現行 改正後

内部機関の相互関係の改正ポイント

理事会

理事長

評議員会

監査 意見
決議※２

選定・解職

×
兼職不可

選任・解任

※１ 理事選任機関の構成等は寄附行為で定める
※２ 大臣所轄学校法人等については、解散・合併・重要な寄附行為の変更に評議員会の決議が必要
※３ 大臣所轄学校法人等は会計監査人が必置
※４ 大規模な大臣所轄学校法人等は常勤監事が必置
※５ 監事の監査の対象には理事・理事会のみならず、評議員・評議員会も含まれる
※６ 理事の不正行為等の重大事実があったにもかかわらず、解任請求が認められなかった場合、

評議員は裁判所に対し、解任の訴えを提起することができる

会
計
監
査
人
※３

監
査

監事※４・５

選任・解任 選任・解任

親族等の就任制限の強化
（監事の親族の就任禁止など）

理事選任機関※１

意 見
解任 請求※６

親族等の就任制限の強化
（理事の親族の就任禁止など）

親族等の就任制限の強化
（役員等の親族は各１人まで、

かつ全体で1/6までなど）
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大臣
所轄
法人

大臣
所轄
法人
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私立学校法改正に係る基本的な考え方
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私立学校法改正に係る基本的な考え方
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理事・理事会の改正のポイント
現行

基本的に意思決定・執行機関位置付け
理事会 ①学校法人の業務等の決定

②理事の職務の執行監督主な職務等

なし基本的資格

理事

５人以上定数

寄附行為の定めるところ任期

寄附行為の定めるところ選解任方法

①設置する学校の校長を含む
②評議員を含む
③外部理事を含む
④各役員の親族は各１人まで

主な構成の
要件

その他

改正後

基本的に意思決定・執行機関
①学校法人の業務等の決定（36Ⅱ①）
②理事の職務の執行監督（36Ⅱ②）
私立学校を経営するために必要な知識又は経験
及び学校法人の適正な運営に必要な識見並びに
社会的信望を有する者（30Ⅰ）
５人以上（18Ⅲ）
寄附行為で定める期間以内に終了する最終年度
に関する定時評議員会の終結の時までとする
（寄附行為で定める期間は４年まで）（32Ⅰ）
理事選任機関が選解任（選任の際あらかじめ評
議員会の意見聴取が必要）（30Ⅰ・Ⅱ、33Ⅰ）
①設置する学校の校長を含む（31Ⅳ①）
②外部理事を含む（大臣所轄学校法人等におい
ては２人以上）（31Ⅳ②、146Ⅰ）
③他の２人以上の理事、１人以上の監事又は２
人以上の評議員と特別利害関係を有していない
こと（31Ⅵ）
④他の理事と特別利害関係を有する理事の数は、
理事の総数の１／３を超えないこと（31Ⅶ）
理事会において、理事長、代表業務執行理事、
業務執行理事を選定（・解職）（37Ⅰ～Ⅳ）
理事会への職務報告義務（年２回以上、大臣所
轄学校法人等は年４回以上）（39Ⅰ、146Ⅱ） 13



評議員・評議員会の改正のポイント
現行

基本的に諮問機関位置付け

評議員会
①学校法人の業務、財産
の状況、役員の職務の執
行状況等について、意見、
諮問への答申

主な職務等

なし基本的資格

評議員

理事の２倍を超える数定数

寄附行為の定めるところ任期

可能（１人以上必須）理事との兼職
寄附行為の定めるところ選解任方法

①職員を含む
②25歳以上の卒業生を含
む

主な構成の要
件

改正後
基本的に諮問機関だが、監視・牽制機能等を強化
①は現行と同様（ただし、大臣所轄学校法人等における解
散、合併、重要な寄附行為変更については、決議）（66Ⅱ
①・②、36Ⅳ、150）
②理事選任機関に対する理事選任に関する意見（30Ⅱ）
③監事、会計監査人の選解任（45Ⅰ、48Ⅰ、80Ⅰ、83Ⅰ）
④監事に対する理事の不正行為等の差止めの求め（67Ⅰ）
⑤理事選任機関に対する理事の解任の求め（33Ⅱ）

当該学校法人の設置する私立学校の教育又は研究
の特性を理解し、学校法人の適正な運営に必要な
識見を有する者（61Ⅰ）

理事を超える数（18Ⅲ）

寄附行為で定める期間以内に終了する最終年度に
関する定時評議員会の終結の時までとする（寄附
行為で定める期間は６年まで）（63Ⅰ）
不可（31Ⅲ）
寄附行為の定めるところ（61Ⅰ、64）
①、②は現行と同様（ただし、①は評議員の総数の１／３
まで）（62Ⅲ、62Ⅴ①）
③他の２人以上の評議員と特別利害関係を有していないこ
と（62Ⅳ）
④理事又は理事会が選任した評議員の数は、評議員の総数
の１／２を超えていないこと（62Ⅴ②）
⑤理事、監事、他の評議員のいずれかと特別利害関係を有
する者、子法人の役職員である評議員の数は、評議員の総
数の１／６を超えていないこと（62Ⅴ③）

※ 括弧内の数字は、当該事項が規定されている改正後の私立学校法の条項番号
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評議員の定員移行について

改正のポイント
①評議員の定数を「理事の定数の２倍を超える数」から
「理事の定数を超える数」に引き下げ
②理事と評議員の兼職の解消

評議員

理事

14.6人

（平均）

6.7人

（平均）

兼職者 （平均）

2.6人

評議員

理事

12.0人

（平均）

6.7人

（平均）

⓪現員を維持

①理事の定数を超
える数を確保

現行制度

改正後

※法律上求められる数（理事の定数を超える数）

（出典）私学行政課「学校法人のガバナンスに関する
アンケート 集計結果」（令和３年10月28日更新）

評議員の定員移行について（都道府県知事所轄学校法人）

②兼職者は評議員を辞して、理事職に専念
※理事職を辞して、評議員職に専念することも可能

15



監事の改正のポイント

現行

なし基本的資格

監事

①学校法人の業務、財産の状況、
理事の業務執行の状況の監査
②監査報告の作成
③不正行為等の理事会等への報告
④理事会、評議員会の招集の請求
⑤理事の不正行為等の差止め
⑥理事会への出席、意見

主な職務等

２人以上定数

寄附行為の定めるところ任期

評議員会の同意を得て理事長が選
任選解任方法

①理事、評議員、学校法人の職員
との兼職禁止
②理事親族の就任禁止（通知事
項）

主な構成の
要件

その他

改正後

学校運営その他の学校法人の業務又は財務管
理について識見を有する者（45Ⅰ）

①～⑤は現行と同様（52①、53Ⅰ、56Ⅰ・Ⅱ、
57、58Ⅰ）
⑥理事会、評議員会への出席、意見（55）
⑦理事が評議員会に提出しようとする議案等
の調査（54）
※子法人に対する調査権を明記（53Ⅱ）

２人以上（18Ⅲ）
寄附行為で定める期間以内に終了する最終年
度に関する定時評議員会の終結の時までとす
る（寄附行為で定める期間は６年まで）
（47Ⅰ）

評議員会の決議（45Ⅰ、48Ⅰ）

①理事、評議員、学校法人の職員、子法人役
員（監事、監査役等を除く）、子法人職員と
の兼職禁止（31Ⅲ、46Ⅱ）
②１人以上の理事、他の監事又は２人以上の
評議員と特別利害関係を有していないこと
（46Ⅲ）
一定の要件に該当する大臣所轄学校法人等に
おいては、常勤監事の選定義務化（145Ⅰ）16

※ 括弧内の数字は、当該事項が規定されている改正後の私立学校法の条項番号



評議員の定員移行について各機関の兼職の禁止
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評議員の定員移行について学校法人における親族等の特殊の関係のある者
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改正後
理事選任機関が選任する（30Ⅰ）
（理事選任機関が評議員会以外の場合は、
評議員会の意見聴取を必須（30Ⅱ））
理事選任機関が解任する（33Ⅰ）
（評議員会による解任の求め（33Ⅱ）、評
議員による解任を請求する訴えの提起を可
能とする（33Ⅲ））
理事会が選定（・解職）する（37Ⅰ）
評議員会の決議によって選任する（45Ⅰ）
（理事による監事の選任議案の提出には、
監事の過半数の同意が必要（49Ⅰ）
評議員会の決議によって解任する（48Ⅰ）
（評議員による解任を請求する訴えの提起
を可能とする（48Ⅱ））

寄附行為で定める期間以内に終了する最終
年度に関する定時評議員会の終結の時まで
とする（寄附行為で定める期間は理事４年、
監事・評議員６年を上限とし、理事の期間
は監事・評議員の期間を超えないものとす
る）（32Ⅰ・Ⅱ、47Ⅰ、63Ⅰ）

改正前

寄附行為の定めによる理事の選任

寄附行為の定めによる理事の解任

寄附行為の定めによる理事長の選定等
評議員会の同意を得て理事長
が選任する監事の選任

寄附行為の定めによる監事の解任

寄附行為の定めによる役員等の任期

１．役員等の選解任手続き等について ※ 括弧内の数字は、当該事項が規定されている改正後の私立学校法の条項番号
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主な改正ポイント(手続き・要件)①



２．役員等の兼職の制限等について

改正後
監事は理事・評議員・職員・子法人役員
（監事、監査役等を除く）・子法人職員
と兼職禁止（31Ⅲ、46Ⅱ）
理事と評議員の兼職禁止（31Ⅲ）
理事を超える数が必要（18Ⅲ）

改正前
監事は理事・評議員・職員と兼
職禁止、1名以上は評議員と兼
職している理事が必須兼職の制限

理事の２倍を超える数が必要評議員の定数

※ 括弧内の数字は、当該事項が規定されている改正後の私立学校法の条項番号

改正後
各役員についての制限を強化するとと
もに、評議員についても近親者等の制
限を設ける（31Ⅵ・Ⅶ、46Ⅲ、62Ⅳ・
Ⅴ③）
１人以上必要（62Ⅲ①）
評議員の総数の１／３まで（62Ⅴ①）

評議員の総数の１／２まで（62Ⅴ②）

１人以上必要（31Ⅳ②）
大臣所轄学校法人等は、2名以上必要
（146Ⅰ）

改正前

各役員について近親者等が１人
を超えて含まれてはならない

近親者等に関す
る制限

１人以上必要職員である評議
員

制限無し理事・理事会が
選任した評議員

1人以上必要外部理事

３．役員等の構成の要件等について
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主な改正ポイント(手続き・要件)②



理事会の運営について
現行

理事長招集権者

法令の定め無し招集手続き

・理事長は、寄附行為の定めるとこ
ろにより、理事から理事会の招集請
求があった場合は、招集義務
・監事は、理事の不正報告等をする
ために必要があるときは、理事長に
対し、招集の請求可能（招集されな
い場合は、自ら招集可能）

招集に関す
る特例等

理事長議長
・理事の過半数の出席による開催
・出席した理事の過半数で議決（可
否同数のときは議長が決する）

議決要件

合併・解散は、理事の総数の２／３
以上の同意が必要

議決要件の
例外

法令の定め無し参加方法の
特例

改正後
各理事（寄附行為又は理事会の定めにより理事
会招集担当理事を定めることが可能）（41Ⅰ）
理事会の１週間前までに、理事・監事に通知を
発出（全員の同意があるときは不要）（44Ⅰ）
・招集権の無い理事は、理事会招集担当理事に
対し、会議の目的である事項を示して招集の請
求可能（招集されない場合は、自ら招集可能）
（41Ⅱ・Ⅲ）
・監事は、理事の不正報告等をするために必要
があるときは、理事会招集権者に対し、招集の
請求可能（招集されない場合は、自ら招集可
能）（57）

法令の定め無し（基本的に理事長を想定）

議決に加わることができる理事の過半数が出席
し、その過半数をもって行う（42Ⅰ）

・寄附行為の変更は、議決に加わることができ
る理事の２／３以上の賛成が必要（42Ⅱ①）
・合併・解散は、理事の総数の２／３以上の賛
成が必要（42Ⅱ②）
寄附行為の定めるところにより、書面又は電磁
的方法により議決に参加可能（42Ⅳ）
※書面開催による決議は不可、オンライン開催による
決議は可 21

※ 括弧内の数字は、当該事項が規定されている改正後の私立学校法の条項番号



評議員会の運営について
現行

理事長招集権者

法令の定め無し招集手続
き等

・監事は、理事の不正報告等をするた
めに必要があるときは、理事長に対し、
招集の請求可能（当該請求後、招集さ
れない場合は、自ら招集可能）
・理事長は、１／３以上の評議員から、
会議に付議すべき事項を示して招集の
請求があった場合は、招集義務

招集に関
する特例
等

議長を置く議長
・評議員の過半数の出席による開催
・出席した評議員の過半数で議決（可
否同数のときは議長が決する）
（議長は議決に加わることができない）

議決要件

・役員等の損害賠償責任の一部免除は、
議決に加わることができる評議員の２
／３以上の賛成が必要
・役員等の損害賠償責任の全部免除は
総評議員の同意が必要

議決要件
の例外

法令の定め無し参加方法
の特例

改正後
理事（70Ⅰ）

・理事会において、評議員会の日時・場所・目的事項、議案概要等を定
める（70Ⅱ）
・評議員会の議案は、会議の目的である事項について、理事が提出する
（70Ⅲ）
・評議員会の１週間前までに、評議員に通知を発出（全員の同意がある
ときは不要）（70Ⅳ、74）

・監事は、理事の不正報告等をするために必要があるときは、理事に対
し、招集の請求可能（招集されない場合は、自ら招集可能）（57）
・１／３（大臣所轄学校法人等は１／１０）以上の評議員は、理事に対
し、会議の目的である事項及び招集の理由を示して招集の請求可能（招
集されない場合は、所轄庁の許可を得て招集可能）（71Ⅰ、72Ⅰ）
・１／３（大臣所轄学校法人等は１／１０）以上の評議員は、理事に対
し、一定の事項を会議の目的とすることを請求可能（71Ⅱ）
・１／３（大臣所轄学校法人等は１／１０）以上の評議員は、理事に対
し、会議の目的である事項につき議案を提出することが可能（75Ⅰ）

法令の定め無し

議決に加わることができる評議員の過半数が出席し、その過半数をもっ
て行う（76Ⅰ）

・監事解任、役員等の損害賠償責任の一部免除は、議決に加わることが
できる評議員の２／３以上の賛成が必要（76Ⅱ）
・役員等の損害賠償責任の全部免除は総評議員の同意が必要（76Ⅲ）

寄附行為の定めるところにより、書面又は電磁的方法により議決に参加
可能（76Ⅴ）※書面開催による決議は不可、オンライン開催による決議は可

※ 括弧内の数字は、当該事項が規定されている改正後の私立学校法の条項番号
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２．理事選任機関について
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理事選任機関について①
今回の法改正を受け、今回新たに【理事選任機関】というものを、寄附行為で定
めていただく必要があります。

24

① 理事選任機関の構成、運営等は寄附行為で定める
② 理事は、理事選任機関が選任する。
③ 理事選任機関は、理事を選任するときは、あらかじめ、評議員会の意見を聞かなけ
ればならない。

ポイント

理事選任機関として、文科省においては、以下の機関が想定され
ています。
① 評議員会
② 評議員会、理事会以外の第三となる機関



理事選任機関について②
＜文科省ＱＡ抜粋＞
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理事選任機関について③
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【参考】理事の選任手続きの流れと注意点について
理事選任機関が評議員会の場合の例

令和○年４月
改選前理事会評議員会理事選任機関

６月30日

定時評議員会

⑤改選後理事会

～定時評議員会
の一週間前

定時評議員会の議題設定

②新理事の選任の提案
③新理事の選任についての意見聴取

④新理事の選任

招集通知
の発出

決算報告

①新理事候補の選定

※ 理事長が交代した場合や代表業務執行理事を
定めた場合には、必要な登記を行う。

※新監事、新評議員、会計監査人の選
任なども行う
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＜具体的な流れ＞
① 新理事候補の選定を行う。
※ 事前の案の作成を担うのは誰でも構わないが、あらかじめ理事選任機関である評議員会の一定の了解を得ておくと、
定時評議員会以降の対応がスムーズとなると思われる。

② 定時評議員会において、新理事の選任の提案を行い、評議員会（＝理事選任機関）の了解を得る。
③ 評議員会＝理事選任機関であるため、評議員会の意見聴取は不要。
④ 評議員会（＝理事選任機関）において、新理事が選任される。
⑤ 定時評議員会終了後、改選後理事会が発足する。



【参考】理事の選任手続きの流れと注意点について
理事選任機関が第三者を含む選考委員会（※）方式の場合の例

令和○年４月
評議員会

６月30日

定時評議員会

⑤改選後理事会

～定時評議員会
の一週間前

定時評議員会の議題設定

理事選任機関 改選前理事会

決算報告

評議員会の議題設定

評議員会

招集通知
の発出

招集通知
の発出

②新理事の選任の提案
③新理事の選任についての意見

④新理事の選任
※効力発生は定時評議員会

の終結の時から

意見の反映

※新監事、新評議員、会計監査人の選
任なども行う
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①新理事候補の選定

＜具体的な流れ＞
① 理事選任機関において新理事候補の選定を行う。
②③ 評議員会を開催し、新理事の選任の提案を行い、評議員会の意見を聴取する。
④ 評議員会の意見を踏まえ、理事選任機関において、新理事の選任を行う。ただし、新理事は、定時評議員会の終結の時

から就任することとする。
⑤ 定時評議員会終了後、改選後理事会が発足する。

※ 仮に、②③の作業を定時評議員会で行い、定時評議員会終了後すぐに理事選任機関において新理事の選任を行うこととした場合、
・新理事の選任に際して、評議員会の意見を十分に踏まえることができない可能性があること
・定時評議員会の終了と同時に改選前の理事の任期が終了してしまっているため、理事が理事選任機関の構成員になっている場合、
その者の理事としての身分がなくなってしまっている可能性があること

などから、定時評議員会の前に評議員会を開催し、新理事についての意見を聴取した上で、新理事の選任を終えておくことが望ましい。

※ 理事長が交代した場合や代表業務執行理事を
定めた場合には、必要な登記を行う。

（※）理事○人、評議員○人、学外者○人で構成するなど


